
道営住宅高額所得者住宅明渡事務取扱要綱

第１ 趣旨

この要綱は、道営住宅（以下「住宅」という。）に入居している高額所

得者（北海道営住宅条例第23条第２項の規定に該当する入居者及び道営住

宅入居者の収入申告に関する事務取扱要領第７－２により同項の認定基準

に達したと認められる入居者をいう。以下「高額所得者」という。）に対

する住宅の明渡しの指導及び請求等に関し、北海道営住宅条例（平成９年

条例第11号。以下「条例」という。）及び北海道営住宅条例施行規則（平

成９年規則第42号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。

第２ 記録の整理

総合振興局長及び振興局長（以下「総合振興局長等」という。）は、高

額所得者に対する住宅明渡指導処理の経過等を別記第１号様式の高額所得

者住宅明渡指導等記録簿に整理する。

第３ 明渡しの指導

１ 総合振興局長等は、高額所得者（明渡し指導中の者及び訴訟中の者を

除く。）に対し、別記第２号様式の住宅明渡催告書を送付して、別記第

３号様式の住宅明渡計画(誓約)書の提出を求めるものとする。

２ 総合振興局長等は、前項の高額所得者に対して個別面接等により聞き

取り調査するなどして状況等を把握し、明渡制度について十分説明を行

うなど理解が得られるよう努める。

３ 第１項の住宅明渡計画(誓約)書の提出期限は、住宅明渡催告書を送付

した日から３月とし、当該文書に記載すべき住宅を明渡す時期は、提出

期限から１年以内とする。

４ 前項の提出期限までに住宅明渡計画(誓約)書の提出がない者に対して

も、呼び出し又は電話により明渡請求制度について十分説明して聞き取

り調査を行うとともに、引き続き当該計画書の提出を求め、住宅の明渡

しを指導する。但し、住宅を明渡す時期は、同項の提出期限から１年以

内とする。

５ 総合振興局長等は、第３項の提出期限到来後、速やかに高額所得者の

指導の経過等について別記第１号様式の写し、その他必要な書類を添え

て、建設部長に報告するものとする。

第４ 代替住宅等のあっせん

１ 総合振興局長等は、高額所得者から申し出があった場合、地域の実情

に応じて他の適当な住宅のあっせんや情報提供に努めるものとする。

２ 公共賃貸住宅への入居希望者から別記第４号様式の移転先住宅あっせ

ん申込書の提出があったときは、当該様式を別記第５号様式の公共賃貸

住宅の入居者等推せん書に添付して、公共賃貸住宅の管理者に提出する。

なお、管理者からの求めに応じて任意の様式で提出することができる

ものとする。



３ 住宅金融支援機構融資等の希望者に対しては、必要に応じて別記第６

号様式の公営住宅収入基準超過証明書を交付する。

第５ 明渡請求する者の選定

１ 総合振興局長等は、高額所得者のうち、次の各号のいずれかに該当す

る者を除き、明渡請求する者を選定するものとする。

（１）催告、指導等に応じて住宅明渡計画(誓約)書を提出し、明渡しの予

定が確認できるなど計画内容が適正である者

（２）その他上記に準じる特別な事情がある者

第６ 明渡しの請求

１ 総合振興局長等は、第５により選定した明渡請求する者に対し、建設

部長と協議の上、条例第26条第１項及び第２項の規定に基づいて、別記

第７号様式の住宅明渡請求書により内容証明郵便（配達証明付）で期限

を指定して、住宅の明渡しを請求するものとする。

２ 前項の指定すべき期限は、住宅明渡請求書の到達する日の翌日から起

算して６月を経過した日の翌日の属する月の末日とする。

第７ 明渡期限延長の申出

１ 総合振興局長等は、住宅の明渡請求した者から明渡期限延長申請書

（規則第28 条関係別記第33号様式）の提出があったときは、別表の高額

所得者住宅明渡期限延長基準により審査し、速やかに承認の可否を決定

するものとする。

２ 総合振興局長等は、前項の承認の可否を決定次第、申請者に対し、別

記８号様式その１の住宅明渡期限の延長承認書又は別記第８号様式その

２の住宅明渡期限の延長不承認書を内容証明郵便（配達証明付）により、

その結果を通知するものとする。

第８ 訴訟提起等

総合振興局長等は、第６の明渡期限後も住宅を明渡さない者について、

別記第９号様式の建物明渡請求訴訟提起予定者一覧表に別記第１号様式の

高額所得者住宅明渡指導等記録簿の写し、その他必要な書類を添えて、知

事に訴訟提起等の措置をとることを求めなければならない。

第９ 強制執行の申立て

総合振興局長等は、明渡請求訴訟の判決後に速やかに退去しない者につ

いて、強制執行の措置をとろうとするときは、知事に対しその措置をとる

ことを求めなければならない。

附 則

この要綱は、平成１６年４月１２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２２年７月２７日から施行する。



附 則

この要綱は、平成２３年４月２０日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。



別表

高額所得者住宅明渡期限延長基準

明渡期限延長の要件 延長する期間 添付すべき書面

１ 入居者又は同居者が病気に

かかっているとき。

(1) 入院加療中（交通事故等 診断書又は証明 医師の診断書又は

の傷病者を含む）の場合 書に記載された 入院証明書

期間(１年以内)

(2) 自宅療養であっても入院 診断書又は証明 医師の診断書又は

加療を要する者と同程度に 書に記載された 意見等証明書

重い疾病であって、転居に 期間(１年以内)

伴う移動により、身体に危

険が生ずる場合（傷病者を

含む）

２ 入居者又は同居者が災害に 災害が終息する 市町村長が発行す

より著しい損害を受けたと までの期間 る罹災証明書

き。

３ 入居者又は同居者が近い将 退職予定証明書 勤務先の代表者が

来において定年退職する等の 等に記載された 発行する退職予定

理由により、収入が著しく減 期日までの期間 証明書等

少することが予想されると

き。

４ その他前三号に準ずる特別 特別の事情に応 特別の事情を証明

の事情があるとき。 じて必要な期間 する書面

(１年以内)

（注）要件３の近い将来とは、明渡期限から１年以内とする。



別記第１号様式

（ 新規 ・ 継続 ） 高額所得者住宅明渡指導等記録簿 ＮＯ．1

総合振興局（振興局） 名義人氏名 （ 法的措置予定者 ・ 明渡し予定者 ）

名 義 人 番 号 団 地 名 棟 番 号 住 戸 番 号 自 宅 電 話 番 号 当初入居年月日

氏 名 性別 続柄 生年月日 勤 務 先 勤務先電話番号
家

族

状

況

□ 認 定 状 況

年 度 申告有無 認定・調査月額 基 準 額 認 定 通 知 年 月 日 意見申出有無・内容

年度 円 円

年度 円 円

年度 円 円

年度 円 円

年度 円 円

□ 催 告 等 の 状 況

催 告 発 送 年 月 日

指 導 年 月 日 （呼出・電話） 年 月 日 （呼出・電話） 年 月 日（呼出・電話)

明渡計画(誓約 )書 受 理 年 月 日 指定期限 年 月 日 承 認 ・ 不承認

請 求 発 送 年 月 日 指定期限 年 月 日

期 限 延 長 受 理 年 月 日 承認等通知 年 月 日 承 認 ・ 不承認

訴 訟 提 起 提 起 年 月 日 判 決 年 月 日

強 制 執 行 執 行 年 月 日

□ 指 導 等 の 処 理 経 過

処理年月日 処 理 内 容 取扱者 確認者



別記第１号様式

（ 新規 ・ 継続 ） 高額所得者住宅明渡指導等記録簿 ＮＯ．2

総合振興局（振興局） 名義人氏名 （ 法的措置予定者 ・ 明渡し予定者 ）

名 義 人 番 号 団 地 名 棟 番 号 住 戸 番 号 自 宅 電 話 番 号 当初入居年月日

□ 指 導 等 の 処 理 経 過

処理年月日 処 理 内 容 取扱者 確認者



別記第２号様式

○ 建 指 第 ○○○○号

年 月 日

団地 号棟 号

様

北海道 総合振興局長（振興局長）

高額収入基準超過による道営住宅の明渡しについて（催告）

このことについては、 年 月 日付け北海道営住宅高額所得者認定通知により、住宅明渡

しの対象となる高額所得者と認定された旨お知らせしたところであり、できる限り速やかに住宅を明渡す

よう催告いたします。

つきましては、別添住宅明渡計画（誓約）書の内容や明渡しにかかる相談等に応じるため、下記日程に

より個別面接を実施することとしますので、当該明渡計画書等関係資料をご持参願います。

なお、道では、当該明渡計画書の提出がない高額所得者に対し、今後、住宅の明渡請求を予定しており、

明渡しのない場合は、法的措置を講ずることにしておりますので念のため申し添えます。

記

１ 個別面接の日程

（１）日 時 年 月 日 時から

（２）場 所

２ 住宅明渡計画(誓約)書

（１）提 出 期 限 年 月 日

（２）住宅を明渡す時期 住宅明渡計画(誓約)書の提出期限から１年以内とします。

（連絡先・差出人）

○○市○○町○○丁目○番○号

北海道○○総合振興局（振興局）建設指導課主査(建築住宅)

電話 代表 ○○○－○○○－○○○○ （内線 ○○－○○○）



別記第３号様式

道 営 住 宅 明 渡 計 画 （誓 約）書

団地名・住戸番号 団地 号棟 号室

氏 名・電話番号 電話（ ） －

住宅を明渡す時期 年 月 日 まで

ア 住宅購入（○印記入）

・ 戸建 ・ マンション ・ その他（ ）

契約（予定） 年 月 日

着工（予定） 年 月 日

竣工（予定） 年 月 日

イ 賃貸住宅（○印記入）

・ 民間アパート等 ・ 公団住宅等

明渡し後の予定 契約（予定） 年 月 日

ウ そ の 他

上記以外の住宅（ ）に移転する。

エ 移転先住宅(予定)等の所在地

添 付 書 類 ※ 必要に応じて移転先住宅の契約書(写)等を添付のこと

特 記 事 項

私は、北海道営住宅条例の規定に基づく高額所得者に認定されましたので、現在入居している

道営住宅を上記のとおり明渡すことを誓約します。

年 月 日

北海道 総合振興局長（振興局長） 様

住所

氏名



別記第４号様式

移 転 先 住 宅 あ っ せ ん 申 込 書

年 月 日

北海道 総合振興局長（振興局長） 様

住 所

申

団 地 名 団地

込

住宅番号 号棟 号室

者

氏 名

世 帯 の 状 況

勤務先又は営業所

続柄 氏 名 年齢 職 業 年間所得金額

(円) 名 称 所 在 地

本人

計 名 円

１ あっせん申込み理由

公営住宅法第２９条第１項及び北海道営住宅条例第２３条第２項に規定する高額所得者として認定されて

いるため。

２ 希望事項

団 地 名 第１希望 第２希望

住 宅

家 賃 円から 円まで

型 式



別記第５号様式

○ 建 指 第 ○○○○号

年 月 日

様

北海道 総合振興局長（振興局長）

公共賃貸住宅の入居者等の推せんについて

このことについて、別添のとおり道営住宅に入居中の高額所得者から、公営住宅の高額所得者の住宅

明渡しに伴う住宅あっせんの申込みがありましたので、次の住宅について入居希望者のあっせん申込書

を添え推せんしますのでよろしくお願いします。

記

入居希望住宅

団 地 名 第１希望 第２希望

住 宅

型 式

（総合振興局（振興局）建設指導課 ）



別記第６号様式

公 営 住 宅 収 入 基 準 超 過 証 明 書

年 月 日

申請者 住 所

氏 名

（ 住宅金融支援機構等 ）からの借入れに必要なため、下記事項について証明願います。

記

公営住宅入居者氏名

団 地 名 団 地

入居 後 経過 年数 年

上記の者は、公営住宅法第29条第１項及び公営住宅法施行令第９条第１項に定める収入基準を超えて

いることを証明します。

年 月 日

北海道 総合振興局長（振興局長） ,



別記第７号様式

○ 建 指 第 ○○○○号

年 月 日

（ 住 所 ）

様

北 海 道 知 事

道営住宅の明渡しについて（請求）

あなたは、道営住宅に引き続き５年以上入居し、かつ、最近２年間の収入月額が公営住宅法施行令第

９条に規定する収入基準月額を超えたため、高額所得者として認定されています。

つきましては、北海道営住宅条例第２６条に基づいて、下記期限の日限りをもって、下記住宅の使用許

可を取り消します（賃貸借契約を解除する）ので直ちに明渡すよう請求します。

なお、指定期限までに住宅の明渡しがない場合には、北海道営住宅条例第２７条第３項の規定に基づい

て、近傍同種の住宅の家賃の２倍に相当する額を徴収するとともに、訴訟を提起することになりますので、

念のため申し添えます。

記

１ 北海道営住宅の表示

北海道営○○団地○○号棟○○号

２ 指定期限

○○年○○月○○日

３ 根拠法令

北海道営住宅条例第２６条

付 記

受取人

○○市○○町○○丁目○番○号

北海道営○○団地○○号棟○○号

○○ ○○

差出人

○○市○○町○○丁目○番○号

北海道○○総合振興局（振興局）建設指導課主査(建築住宅)

電話 代表 ○○○－○○○－○○○○（内線○○－○○○）



別記第８号様式その１

○ 建 指 第 ○○○○号

年 月 日

（ 住 所 ）

様

北 海 道 知 事

道営住宅の明渡期限の延長について（承認）

さきに、あなたから申請がありました道営住宅の明渡期限の延長申請について、申請内容に正当な理由

があると認め、次のとおり承認します。

なお、延長後指定期限までに住宅の明渡しがない場合には、裁判所に住宅明渡訴訟を提起することにな

りますので、念のため申し添えます。

記

１ 延長後指定期限

○○年○○月○○日

２ 承認の根拠事由

北海道営住宅条例第２６条第４項の に該当するため

根拠法令

北海道営住宅条例

第２６条第１項

知事は、高額所得者に対し、期限を定めて、道公営住宅の明渡しを請求する

ことができる。

第２６条第４項

知事は、第１項の規定による請求を受けた者に次の各号のいずれかに該当する

特別の事情がある場合において、同項の期限までにその申出があったときは、

同項の期限を延長することができる。

一 入居者又は同居者が病気にかかっているとき。

二 入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。

三 入居者又は同居者が近い将来において定年退職する等の理由により、収入

が著しく減少することが予想されるとき。

四 その他前三号に準ずる特別の事情があるとき。

（連絡先・差出人）

○○市○○町○○丁目○番○号

北海道○○総合振興局（振興局）建設指導課主査(建築住宅)

電話 代表 ○○○－○○○－○○○○（内線 ○○－○○○）



別記第８号様式その２

○ 建 指 第 ○○○○号

年 月 日

（ 住 所 ）

様

北 海 道 知 事

道営住宅の明渡期限の延長について（不承認）

さきに、あなたから申請がありました道営住宅の明渡期限の延長申請について、申請内容に正当な理由

がないと認め、次のとおり不承認とします。

なお、指定期限が到来しても住宅の明渡しがない場合には、裁判所に住宅明渡訴訟を提起することにな

ります。

記

１ 不承認の根拠事由

北海道営住宅条例第２６条第４項に該当しないため

根拠法令

北海道営住宅条例

第２６条第１項

知事は、高額所得者に対し、期限を定めて、道公営住宅の明渡しを請求する

ことができる。

第２６条第４項

知事は、第１項の規定による請求を受けた者に次の各号のいずれかに該当する

特別の事情がある場合において、同項の期限までにその申出があったときは、

同項の期限を延長することができる。

一 入居者又は同居者が病気にかかっているとき。

二 入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。

三 入居者又は同居者が近い将来において定年退職する等の理由により、収入

が著しく減少することが予想されるとき。

四 その他前三号に準ずる特別の事情があるとき。

（連絡先・差出人）

○○市○○町○○丁目○番○号

北海道○○総合振興局（振興局）建設指導課主査(建築住宅)

電話 代表 ○○○－○○○－○○○○（内線 ○○－○○○）



別記第９号様式

建 物 明 渡 請 求 訴 訟 提 起 予 定 者 一 覧 表

明渡請求訴訟提起予定者の結果について、道営住宅高額所得者住宅明渡事務取扱要綱第８に基づき、

次のとおり訴訟提起等の措置をとるよう依頼します。

区分 予定者氏名(名義人) 年齢 入居団地名 当初入居年月日 備 考

1 ・ ・

2

3

4

5

6

7

8

9

10

年 月 日

建 設 部 長 様

北海道 総合振興局長（振興局長）


